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研究成果の概要（和文）：本研究は，開示の経済的実質という側面から，IFRS時代の企業情報開

示システムの最適設計のあり方に関する論究である．そこでは，財務情報と非財務情報，内部統

制と監査という企業システムを構成する4つのサブシステムがギアのように相互に連動し，補完

し合いつつ，構築されるという開示実態を踏まえて，企業経営者と情報利用者とのコスト・ベネ

フィットの理念的最適解として，体系的・総合的な企業開示システムの重要性を明らかにしてい

る． 
研究成果の概要（英文）：This research strives to achieve the optimal design for a corporate 

information disclosure system from the aspect of “the substance over form.”  The four-sub 

system, such as financial information, non-financial information, internal control, and 

audit, which construct the corporate disclosure system, are connected mutually and 

complemented together.  These four sub systems unite in an attempt to build up a 

practical corporate disclosure and work as one.  This research has specified the 

significance of the comprehensive, synthetic corporate disclosure system, which considers 

the cost-benefit analysis.  The cost-benefit analysis represents the philosophical 

optimization between corporate managers and information users. 
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１．研究開始当初の背景 

 過去 10 年，「会計ビッグバン」を経て，連
結，金融商品，退職給付，減損などわが国会
計基準は，大きな改革の成果をあげたといえ
る．しかし．これらの一連の改革が，いわば
会計基準のグローバル化の要請に対してピ

ースミールに対処してきたものであり，必ず
しも一つの体系的な改革ビジョンのもとで
システマティックに推進されたとはいえな
いであろう．しかも，この数年間，エンロン
問題をはじめ，わが国内外における会計不正
は枚挙にいとまがない．その結果，いま監査
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のあり方と併せて，会計制度はどうあるべき
か，そのあり方が，厳しく問われつつある．
このような企業を取り巻く経営環境の激変
のもとで，次世代の会計はいかにあるべきか
を企業会計の「経済的実質主義」という会計
の原点に立ち戻って探求し，理論・制度並び
に実証の各側面から深く，かつ体系的に究明
すべきではないか，という本研究の出発点に
ある． 

 近年の会計基準変革の特徴は，認識面にお
ける資産負債のアプローチによる資産負債
の認識（デリバティブ取引の認識，年金債務
の認識等）と費用処理（研究開発費等），ま
た，資産の測定面での公正価値評価の拡充化
（デリバティブ債権・債務，年金資産，パー
チェス法による被合併企業の資産等）を指摘
できる．その意図するところは，有形のプロ
ダクト（商・製品）に焦点を置く経済からフ
ァイナンスやナレッジといった無形価値に
焦点づける経済基盤の移行を背景として，取
引の経済の実質を一層的確に反映した会計
基準の構築を目指す点にある．その本質は経
営環境に適合した経済的実質の反映あり，企
業会計における「実質優先主義思考」の再認
識である． 

 このような実質優先主義の流れは，デリバ
ティブ等の金融商品のみならず，特許権ブラ
ンド，研究開発投資や人材といったイノベー
ション投資のオンバランス化・公正価値測定
にまで拡大しつつある．加えて，近年，会計
基準の設定アプローチをめぐる「原則主義」
対「細則主義」は，産業経済から金融・知識
創造経済への移行を踏まえて，広く経済的実
質主義を有した財務報告や監査並びに課税
のあり方を探求しようとするものである．し
かしながら，かかる経済的実質主義を全面に
見据えた会計理論や制度の研究は，アイディ
ア自体が抽象的・一般的であるため，その内
容を時代に即して具体的かつ明確に把握す
ることは困難であるといった理由により，本
研究が目指すような学際的かつ総合的研究
は未だ十分に展開されていない現状にある． 

 

２．研究の目的 

 本研究は，会計情報の「経済的実質主義」
をキーコンセプトに指定し，次世代の財務報
告はいかにあるべきかを理論，制度及び実証
の各側面から総合的かつ体系的に調査・研究
することを目的とするものである． 

 本研究は，新時代に対応した経済的実質主
義による財務報告に関する総合的な研究を
目指すとともに，その研究成果を我が国の理
論と制度に関連づけることによって，次世代
の企業会計のあり方についての理論的解明
と制度構築を図り，もって広く学界並びに産
業界に貢献しようとするものである．この目
的を実現すべく，本研究では，当該研究課題

に強い関心と実行力を有した理論，制度，実
証および史的分析の専門家の叡智を広く結
集するとともに，研究成果のグローバルな発
信を意図して意欲的に研究に取り組み，本研
究を真にグローバルな先端研究として確立
しようとするものである． 

 

３．研究の方法 

（１）経済的実質主義会計の理論的・構造的
研究 
・企業モデルの変容と経済的実質主義会計の
あり方 
・経済的実質主義概念の諸相 
・経済的実質主義と会計の史的展開 
・財務会計の計算構造と経済的実質主義 
 
（２）経済的実質主義会計の制度的・学際的
研究 
・国際会計基準における経済的実質主義会計
の系譜 
・金融商品の公正価値評価と実質優先主義 
・リース資産の認識と実質優先主義 
・連結会計と実質優先主義 
・無形資産の認識・測定と実質優先主義 
・会計基準設定アプローチをめぐる「原則主
義」対「細則主義」 
・「原則主義」対「細則主義」—行動科学・社
会学的アプローチ 
 
（３）経営者の行動と経済的実質主義会計の
実証研究 
・経済的実質主義会計の導入と会計情報の質
的特性に関する分析 
・経済的実質主義会計の導入と資本市場の評
価の変容に関する分析 
・経済的実質主義会計の導入と経営担当者，
監査人等の行動に関する分析 
・経済的実質主義会計の導入による経営者裁
量行動の変化に関する分析 
・研究開発会計・退職給付会計と経営者の裁
量行動 
・経済的実質主義会計の導入と利益の質の変
化 
 
（４）経済的実質主義監査・課税の理論的・
実証的研究 
・経済的実質主義監査のフレーム・オブ・レ
ファランス 
・原則主義会計と監査人の判断の実証研究 
・保守主義会計と監査人の行動分析 
・経済的実質課税のフレーム・オブ・レファ
ランス 
・課税ルールと租税回避行動 
・経済的実質課税の実証研究 
    
 
４．研究成果 



 

 

 
 平成 21 年度は，第 1 に，とくに，会計報
告における経済的実質主義の会計と監査の
理論的解明を図るために，心理学，行動科学，
および社会学における先行理論研究の渉猟
を実施するとともに，この分野の研究推進者
の一人であるオーストラリア・New Castle 大
学・Jim Psaros教授と積極的に意見交換を実
施することによって国内外の動向を調査し，
これらを基礎とした質問票調査を実施した．
この質問票調査は，国内の会計 Profession 
100 人を対象としたわが国では先例を見ない
大規模なものである．国内外の動向を基礎と
した分析結果は，雑誌論文に掲記している
「会計制度設計の実証的評価規準」（櫻井久
勝）である．また質問票調査を基礎とした分
析結果は，「「原則主義」対「細則主義」と監
査人の判断形成」（古賀智敏・與三野禎倫）
である．第 2に，監査・課税制度の理論的基
盤の再構築を図るために，制度的枠組みを概
念的に検討するとともに，株式市場との制度
に関する認識と評価について実証分析を実
施した．前者は，「報告利益と課税所得の乖
離と質」（鈴木一水），「会計基準見直しと法
人税制」（鈴木一水）等であり，後者は，「日
本における株式持合が税負担削減行動に与
える影響」（音川和久），「監査サービスの変
容が利益の保守性に及ぼす影響に関する実
証分析」（髙田知実）である． 
 
 平成 22 年度は，第 1 年度の研究成果を踏
まえつつ，理論面と制度面の両面についての
研究を強化・発展させるとともに，総合的な
実態調査・制度研究を加え，確固たるデータ
の裏付けによって本研究を深化することに
務めて最終年度への橋渡しの準備作業を実
施した． 

 

概要はつぎの通りである． 

 

（１）追加的文献収集と文献研究： 経済的
実質主義に係る会計制度に関する研究並び
に制度の整備状況について，欧米と比較した
わが国の特徴を抽出して，つぎの特質をもつ
財務報告システムの必要性を提言した． 

・企業の属性（公開会社・非公開会社）矢規
模に即した会計処理・開示システムの階層別
構築 

・わが国の文化的特性を考慮した会計・開示
システムの構築 

・財の特性に注目した「原価」対「時価」の
並存 

 

（２）（１）で抽出した会計・開示システム
の理論的フレームワークを基礎として，経済
的実質主義と最適開示制度の設計に関する
質問票調査を実施した．  

 

（３）最後に，海外研究者との積極的交流・
討議を通じて，実証研究の成果について意見
の交流を図って実証結果の解釈的精度を高
めるよう努めた．この成果は，最終報告書で
ひろく経済社会へ成果還元を実施するとと
もに，研究発表を通じて海外へもわが国の特
性を考慮した経済的実質主義と最適開示制
度の設計に関する提言を実施する． 

 

 最終年度である平成23年度は，つぎのよう

に研究成果の経済社会への還元と，研究発表

を通じた提言を実施した．本研究代表者（古

賀智敏）の研究実績は，大きく次の２つに区

分される．第一は，開示の経済的実質という

側面から，IFRS時代の企業情報開示システム

の最適設計のあり方に関する論究である．そ

こでは，財務情報と非財務情報，内部統制と

監査という企業システムを構成する4つのサ

ブシステムがギアのように相互に連動し，補

完し合いつつ，構築されるという開示実態を

踏まえて，企業経営者と情報利用者とのコス

ト・ベネフィットの理念的最適解として，体

系的・総合的な企業開示システムの重要性を

明らかにしている（『IFRS 時代の最適開示制

度』2011）．ここでとくに重要なのが，もう

一つの課題である財務情報と非財務情報とを

統合させた統合レポーテイングの研究である．

本研究は，国際的にも緒についたばかりであ

るが，本研究の国際的動向を訪ねつつ，今後

の研究の課題と方向性を究明しようとした

（拙稿参照）． 

 また研究分担者は，たとえば会計の中心概

念である資産を経済的資源と捉える考え方が

経済的実質主義会計における利益計算をどの

ように拘束しているかを理論的に解明すると

ともに（鈴木(2011・a)），税務面からも，損

失を租税回避に利用することを抑制するため

の課税ルールと経済的実質を重視する財務会

計ルールとの相違を指摘しつつ，全体計算に

ついては課税所得計算が財務会計から離れて

は存在しえないことを解明している（(2011・

b)）．さらに実証面では，たとえばKitagawa 

and Gotoh(2011)は，インプライド資本コスト

の推定にはPEGレシオおよび修正PEGレシオが

リスクを最も適切に反映することを発見する

とともに，この発見は，経済的実質主義によ

る会計基準設定が積極的に行われるようにな

った2000年以降にとくに顕著であることを明

らかにしている．Kitagawa, Kim, and 

Gotoh(2011)は，非財務情報を考慮することが，

適切にリスクを反映したインプライド資本コ

ストが推定できることを発見した． 
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